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この募集は、高齢者住宅シルバーピア都営熊川アパート 23号棟（福生市大字熊川 1143 番地 1）の

生活協力員及び同住宅に併設する生活協力員住宅入居者の募集です。 

シルバーピア（高齢者住宅）は、65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの世帯の高齢者を対象とし、

高齢者向けに配慮した集合住宅で、生活協力員を配置しています。 

生活協力員は、市と業務委託契約をし、入居者の安否の確認や緊急時の対応などを行っていただき

ます。生活協力員の属する世帯は、併設する生活協力員住宅の入居申込者となります。 

 

 生活協力員・生活協力員住宅には、一定の要件、基準があります。申込資格等をご確認いただ

いた上で、お申込みください。 

  

 

申込書 

配布・受付

【期 間】 

令和６年１2 月２日（月） ～ 令和７年１月３１日（金） 

午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（水曜日は午後８時） 

※年末年始（12 月 29 日～１月３日）・日曜日・祝日を除きます。 

※申込書の配布は 12 月 28 日（土）までとなります。 

申込書 

配布・受付 

【場 所】 

福生市役所１階（９番窓口）介護福祉課高齢者支援係 

 

申 込 方 法 
①生活協力員申込書・②東京都特定公共賃貸住宅（あき家）使用申込書（両面）に必要

事項を記入して、必要な資格審査書類（別紙参照）と共に、直接受付場所へ持参し、提

出してください。 

 

注 意 事 項 
・申込みは、１世帯につき１通です。 

・申込み後は、申込者及び同居親族等の変更はできません。 

 

問 合 せ 先 
福生市福祉保健部介護福祉課高齢者支援係 

電話 ０４２－５５１－１７５１（直通） 

 

福生市高齢者住宅 
（シルバーピア都営熊川アパート 23 号棟） 
「生活協力員・生活協力員住宅」入居者募集案内 
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申込みのできる方は、次の①～⑤のすべてにあてはまる方です。 

①生活協力員住宅の申込資格があること（４ページを参照） 

申込者を含む世帯が生活協力員住宅の申込資格を有すること。 

②年齢が 18 歳以上 65 歳未満で心身が健康であること 

③高齢者の福祉に理解があること 

④入居者の生活支援に熱意があること 

⑤生活協力員住宅に入居し、在宅業務が可能であること  

 

＜生活協力員の業務等について＞ 

（１）入居者の安否の確認に関すること。 

（２）入居者の緊急時の対応に関すること。 

（３）入居者の疾病等に対する一時的な介助に関すること。 

（４）入居者の日常生活の相談に関すること。 

（５）入居者への情報提供に関すること。 

（６）関係機関との連絡に関すること。 

（７）生活相談室及び談話室の管理に関すること。 

（８）その他、入居者の安心な生活の支援に関すること。 

（９）生活協力員の休日は、①土曜日・日曜日、②国民の祝日に関する法律に規定する休日、③12 月 29 日 

  ～１月３日とし、この休日は原則として業務は行わないものとしますが、入居者の緊急時の対応に関す 

  る業務はこの限りではありません。 

 

▼業務委託等 

（１）生活協力員は、市と業務の委託契約を行っていただきます。 

（２）業務委託料は、毎年度予算の範囲内とします。 

（３）生活協力員住宅の使用料（共益費を除く）を助成します。 

 

 

＜申込資格＞高齢者住宅生活協力員 
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申込みのできる方は、次の①～⑦のすべてにあてはまる方です。 

①高齢者住宅生活協力員の応募資格者がいること（３ページを参照） 

生活協力員住宅の申込世帯の中に、高齢者住宅生活協力員の応募資格を有する方がいて、その方 

が高齢者住宅生活協力員としての業務ができること。 

 

②同居親族がいること 

申込書配布期間内に、一緒に住んでいる親族と申し込むことが原則です。 

（１）現在別に住んでいる方と一緒に申込む場合は、次のいずれかにあてはまること。 

  ア 婚約者であること。（入居の手続きまでに入籍できること。） 

  イ 申込日現在、税法上の扶養関係にあること。 

  ウ 独立して生計を営む２親等内の直系血族又は直系姻族であること。 

（２）次の例のように家族を分離しての申込みはできません。 

  ア 夫婦が別居する申込み 

  イ 結婚・転勤・就職・独立等の理由がなく、現に同居している親族を除いた申込み 

（３）内縁関係の場合、住民票の写しの続柄の記載が「未届の夫（または妻）」となっており、法律上の 

   配偶者がいないこと。 

（４）パートナーシップ関係の場合、パートナーシップ受理証明書等で確認でき、法律上の配偶者がいな 

   いこと。 

※申込み後は、申込者、同居親族等の変更はできません（出生・死亡の場合を除く）。 

 

③東京都内に居住していること 

申込者は、申込日現在東京都内に居住する方で、住民票の写しで証明できること。 

外国人については、日本国に永住・定住することを認められた方。 

 

④所得が定められた基準内であること 

申込者及び同居親族の年間所得の合計額が ページの所得基準内であること。 

  ※ページを参考にして世帯の所得を確認してください。 

 

⑤市・都民税、国民健康保険税等を滞納していないこと 

  申込者及び同居予定者の親族全員が市民税（法人市民税を含む。）等を滞納していないこと。 

  ※納期到来分まで納付していることを納税証明書等で確認します。 

 

 

＜申込資格＞生活協力員住宅 
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⑥土地や建物の所有者がいないこと（同居予定親族を含む） 

  申込者又は入居しようとする親族に、土地や建物の所有者がいる場合（共有持ち分がある場合や、 

借地上に住宅を所有している場合も含む。）は、申込みできません。 

ただし、建物を所有しない土地のみの所有者、あるいは所有している建物が固定資産登録台帳の区 

分に「店舗」あるいは「事務所等」と登録されている場合は除く。 

 

⑦申込者及び同居親族が暴力団員でないこと 

 ここでいう暴力団員とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第２条第６号に規定す 

 る暴力団員をいいます。 

 なお、暴力団員であるか否かの確認のため、警視庁へ紹介する場合があります。 
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申 込 み 直接、福生市役所１階（９番窓口）介護福祉課高齢者支援係に持参された 

ものに限り受け付けます。※郵送での申込みは不可 

↓ 

面 接 審 査 

（生活協力員） 
生活協力員の面接審査の日時を後日連絡いたします。 

↓ 

採用予定者発表 

（生活協力員） 
生活協力員の採用・不採用にかかわらず、本人に直接文書で通知します。 

↓ 

入 居 資 格 審 査 

（生活協力員住宅入居者） 

審査対象者には審査に必要な書類を郵送いたします。 

指定日までに書類を持参していただき、JKK が書類を審査します。 

↓ 

       合格者 ↓→→→→（失格者） 

↓ 

入 居 

入居許可日の約１カ月前に JKK 募集センターの入居案内担当から申込者にあっ

せん通知及び入居手続き書類を送付します。この案内に基づき入居手続きを行っ

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申込みから入居まで 
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＜住   所＞ 福生市大字熊川 1143 番地１ 

＜種   別＞ 生活協力員住宅 

＜募集戸数＞ １戸 

構  造 面積 間取り 使用料（予定） 

鉄筋コンクリート造 70.66 ㎡ ３DK DK 

洋室 

和室（６帖） 

和室（６帖） 

70,000 円 

 

※生活協力員住宅の使用料（共益費を除く）は、福生市高齢者住宅生活協力員規則に基づき、市が助成し 

ます。 

※業務委託料は、月額 100,000 円の予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜募集する住宅＞ 都営熊川アパート 23 号棟 
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☆所得金額計算上の注意 

①次の収入は０円とし、所得となりません。 

 仕送り、遺族年金、障害年金、失業給付金、労災保険の各種給付金、支援給付金等の非課税所得、退

職金等の一時的な所得 

②給与所得、事業所得については、過去に収入があっても申込日現在失業、廃業で収入がない場合は、

その収入に限り所得を０円とします。ただし、人材派遣会社に登録されている方は、その登録が抹消されて

いることが必要です。 

③現在は収入があっても、申込日から２カ月以内に「結婚するため」または「現在妊娠中で出産するため」

のいずれかの理由により退職することが確定している場合は、所得金額を０円とすることができます。 

④勤務先に変更がない場合でも、申込日からさかのぼって１年以内に雇用形態に変更（正社員から嘱託

員等）があった方は、現在の雇用形態で得ている所得（実績または見込みの額）で入居資格審査を行いま

す。 

⑤一人で２種類以上の収入を得ているとき（給与と年金、給与と事業所得など）は、それぞれの所得金額を

計算してから合計します。 

 

 

 

 

 

所 得 基 準 表 の 見 方 

１ まず所得の種類を確かめましょう 

給与所得とは 

給料やボーナスなどの所

得です。たとえば、会社員、 

パート、アルバイト、事業専従

者等の所得をいいます。 

 給与でいう「年収」とは、給

与所得控除をする前の金額

であり、「所得」とは異なるの

で注意してください。 

事業等所得とは 

 事業所得、利子所得、配当

所得、不動産所得、雑所得な

どの所得です。 

 たとえば、自営業、外交員な

どの所得をいいます。 

 これらの所得は、確定申告

書でお確かめください。 

年金所得とは 

 厚生年金、国民年金、共済

年金などの所得です。 

 なお、年金以外の所得があ

る場合はその所得も合計して

ください。 

 

10 ページをご覧ください 12 ページをご覧ください 13 ページをご覧ください 
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所得金額は、申込みをする家族全員の申込日現在の「所得金額の合計」でみます。なお、特別控除金額

（①・②）を所得金額から差し引いてください。 

※特別控除金額（①・②）については、 ページをご覧ください。 

家族氏名 （  所得金額   ） - （  特別控除金額②  ） 

 （           ） - （              ） 

 （           ） - （              ） 

合   計 （           ） - （              ） 

合計所得金額      合計特別控除金額②   特別控除金額①   世帯の所得金額 

（           ） - （            ） - （          ）＝（                    ） 

 

所得基準表の家族数とは 

申込者本人  ＋  同居親族数  ＋ 遠隔地扶養者数  ＝  家族数 

〔     人〕     〔     人〕    〔        人〕    〔    人〕 

 

※遠隔地扶養者とは、申込者または同居親族の所得税法上の扶養親族で、都民住宅に入居しない方をい

います。例えば、離れて住んでいる親を扶養している場合などです。会社や税務署に「扶養親族の申告」を

しており、入居資格審査のときに課税証明書で確認できることが必要です。 

 

※出産する予定があっても、申込みの時に生まれていなければその胎児は家族数に含まれません。 

 

あなたの世帯の家族数、申込みをする家族全員の所得金額を次の表にあてはめて確認してください。 

家族数 所得金額 

２人 ２，２７６，０００円 ～ ６，２２４，０００円 

３人 ２，６５６，０００円 ～ ６，６０４，０００円 

４人 ３，０３６，０００円 ～ ６，９８４，０００円 

５人 ３，４１６，０００円 ～ ７，３６４，０００円 

６人 ３，７９６，０００円 ～ ７，７４４，０００円 

２ 家族全員の所得合計金額はいくらですか 

３ 家族数は何人ですか 

４ 所得基準表 
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源泉徴収票をお確かめください。 
●仕事先が 1 か所の場合 

「給与所得控除後の金額」の欄に記入されている額か

ら１００，０００円を差し引いた金額が都民住宅の所得金

額です。 
 

●仕事先が２か所の場合 

それぞれの仕事先の源泉徴収票の「支払金額」を合計

してから、 下の表に当てはめて「都民住宅の所得金額」

に換算してください。 

 ※源泉徴収票の出ない方 

 令和５年１月から 12 月までの税込支給額を合計した金額が年間総収入額となります。下表の計算式で年間総収入額を都民住

宅の所得金額に換算してください。 

 

＜年間総収入額を所得金額に換算する計算式＞ 

年間総収入額 計算式と所得金額 都民住宅の所得金額 

551,000 円未満 0 円 0 円 

551,000 円以上 

1,619,000 円未満 
12 か月分の収入額－550,000 円＝所得金額 所得金額－100,000 円 

1,619,000 円以上 

1,620,000 円未満 
1,069,000 円 969,000 円 

1,620,000 円以上 

1,622,000 円未満 
1,070,000 円 970,000 円 

1,622,000 円以上 

1,624,000 円未満 
1,072,000 円 972,000 円 

1,624,000 円以上 

1,628,000 円未満 
1,074,000 円 974,000 円 

1,628,000 円以上 

1,804,000 円未満 
次のとおり、12 か月分の収入

額を端数整理します。 

12 か月分の収入額÷４＝A 

A の 1,000 円未満を 

切り捨てた額＝B 

B×2.4+100,000 円 

左で出した所得金額-100,000 円 

1,804,000 円以上 

3,604,000 円未満 
B×2.8-80,000 円 

3,604,000 円以上 

6,600,000 円未満 
B×3.2-440,000 円 

6,600,000 円以上 

8,500,000 円未満 
12 か月分の収入額×0.9-1,100,000 円 

8,500,000 円以上 12 か月分の収入額-1,950,000 円 

 

給与所得の方（会社員・パート・アルバイト等） 

①現在の仕事を始めた日が前年１月１日以前で、前年１月以降に休職期間がない方 

令和５ 
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申込日の前月からさかのぼって 12 か月分の収入額を下表で合計してから、前ページの表にあてはめて

「都民住宅の所得金額」に換算してください。 

仕事を始めてから 12 カ月たっていない場合は、実際に支払いを受けた収入額の平均月額を 12 倍して 12

か月分の見込み額を計算してから前ページの表にあてはめて「都民住宅の所得金額」に換算してください。 

申込日の前月からさかのぼって 12 か月分の収入額を下表で合計してから、前ページの表にあてはめて

「都民住宅の所得金額」に換算してください。復職してから 12 か月たっていない場合は、復職後の収入額

の平均月額を 12 倍して 12 か月分の見込み額を計算してから前ページの表にあてはめて「都民住宅の所

得金額」に換算してください。 

休職する前の月からさかのぼって 12 か月分の収入額を下表で合計してから、前ページの表にあてはめて

「都民住宅の所得金額」に換算してください。 

＜収入額計算表＞ 

①働いた年月 ②給与（諸手当を含む） ③賞与 

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

      年   月   

合    計                    円                     円 

給与計（         ）/働いた月数  ×12＋賞与計（            ）＝12 か月分の収入額 

 

 

 

②現在の仕事を始めた日が前年１月２日以降で、休職期間がない方 

③申込日現在は復職しているが、前年１月から申込日までの間に休職期間があった方 

④会社に在籍しているが、申込日現在は休職中である方 
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事業所得、利子所得、配当所得、不動産所得、雑所得などの所得が計算の対象です。すでに廃業した仕

事については、所得金額を０円としますので計算する必要はありません。 

仕事を始めた日と確定申告の有無によりあてはまるケースを選び、所得金額を計算してください。また、個

人年金は雑所得の計算に加算してください。 

令和５年分の所得税の確定申告書の控えなどで確認してください。 

 

下の表にしたがって 12 か月分の所得金額を計算してください。 

営業した月 収入   -  必要経費  ＝  所得金額 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

  年   月       -          ＝ 

合    計 所得金額計                 円 

所得金額計（           ）/営業した月数（    ） ×12 ＝12 か月分の所得金額（          ） 

事業等所得の方（自営業・外交員等） 

①現在の事業を開始した日が前年１月１日以前の方 

⑫から⑪を差し引いた金額が所得金額です。 

 

申込者や同居親族に事業専従者がいる場合は、それぞれの専

従者給与額を 10 ページの計算式にあてはめて、「都民住宅の

所得金額」に換算してください。 

②上記①以外の方 

計算上の注意 

月別に収入から必要経費を差し引いて

所得金額を計算してください。 

現在の事業を始めたのが前年１月２日

以降の場合は申込日の前月からさか

のぼって 12 か月分の所得金額を計算

してください。 

現在の事業を始めたのが最近で営業

した月数が12か月に満たない場合は、

所得金額の平均月額を 12 倍して、12

か月分の所得見込み額を計算してくだ

さい。 
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厚生年金、老齢年金、共済年金、年金基金などの年金収入が計算の対象です。 

遺族年金、障害年金は計算の対象外です。所得金額を０円としますので、計算する必要はありません。ま

た、個人年金は税法上雑所得であり、年金所得ではありません。確定申告の際に申告した金額を事業等

所得の計算に加算してください。 

最新の「公的年金等の源泉徴収票」などで支払金額を確認し合算してください。 

「年金決定通知書・支給額変更通知書」などで年金額を確認してください。 

 

本人の年齢 年金収入額 税法上の所得金額 都民住宅の所得金額 

65 歳以上 

1,100,000 円まで 0 円 0 円 

1,100,001 円～3,299,999 円 年金収入額-1,100,000 円 

税法上の所得金額 

-100,000 円 

3,300,000 円～4,099,999 円 年金収入額×0.75-275,000 円 

4,100,000 円～7,699,999 円 年金収入額×0.85-685,000 円 

7,700,000 円～10,000,000 円未満 年金収入額×0.95－1,455,000 円 

65 歳未満 

600,000 円まで 0 円 0 円 

600,001 円～1,299,999 円 年金収入額-600,000 円 

税法上の所得金額 

-100,000 円 

1,300,000 円～4,099,999 円 年金収入額×0.75-275,000 円 

4,100,000 円～7,699,999 円 年金収入額×0.85-685,000 円 

7,700,000 円～10,000,000 円未満 年金収入額×0.95－1,455,000 円 

この金額を上回る場合はお問合せください。 

年金のほかに給与や個人年金等の収入のある方は、それぞれ所得を計算し、合計した金額が年間所得金

額になります。 

 

年金を受けている方 

①年金を受け取り始めたのが、前々年 12 月以前で、すべての年金額に変更がない方 

②年金を受け取り始めたのが、前年１月以降、または年金額に変更があった方 

①②共通  年金収入額を「都民住宅の所得金額」に換算してください。 
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次の「控除の種類」にあてはまる場合には、①の場合は申込世帯の合計所得金額から、②の場合はその

人の所得金額から、それぞれの特別控除金額を差し引きます。特別控除の適用は、原則として課税（非課

税）証明書で確認します。 

※ひとり親控除に該当する方は、寡婦控除の適用はありません。 

※婚姻をしていないとは、法律上の配偶者がいない場合のほか、内縁関係の方や婚約者がいない場合をいいます。 

※生計を一にする子は、他の方の控除対象配偶者または扶養親族でないこと、および年間所得金額が 48 万円以下

であることが必要です。 

控除の 
種 類 

特別控除 
金   額 

特別控除を受けられる方 備考 

老人扶養 
控   除 

１人につき 
10 万円 

所得税法上の扶養対象親族で 70 歳以上の方  

特定扶養 
控   除 

１人につき 
25 万円 

所得税法上の扶養対象親族（配偶者を除く。）で 16 歳以上 23 歳未満の方  

障害者 
控  除 

１人につき 
27 万円 

1 愛の手帳等の交付を受けている者で 3 度 4 度の方 
2 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で 2 級・3 級の方（障害 
  の受給に際し、障害の程度が同程度と判定された方を含む。） 
3 身体障害者手帳の交付を受けている方で 3 級～6 級の方 
4 戦傷病者手帳の交付を受けている方で第 4 項症～第 2 目症の方 
5 65 歳以上で 1・3 と同じ程度であるものとして福祉事務所長の認定を受け 
  ている方 

特別障害

者控除を

受ける方

は、障害

者控除を

あわせて

受 け る こ

と は で き

ません。 

特  別 
障害者 
控  除 

１人につき 
40 万円 

1 愛の手帳等の交付を受けている方 1 度・2 度の方 
2 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で 1 級の方（障害年金 
  等の受給に際し、障害の程度が同程度と判定された方を含む。） 
3 身体障害者手帳の交付を受けている方で 1 級・2 級の方 
4 戦傷病者手帳の交付を受けている方で特別項症～第 3 項症の方 
5 精神上の障害により事理を弁識する能力を各方 
6 原子爆弾被爆者で厚生労働大臣の認定書の交付を受けている方（過去 
  に交付を受けていた方を含む。） 
7 65 歳以上の方で 1・3 と同じ程度であるものとして福祉事務所長の認定を 

受けている方 

控除の 
種 類 

特別控除 
金   額 

特別控除を受けられる方 備考 

寡婦控除 27 万円 

・夫と離婚した後婚姻をしていない方で、次の①及び②に当てはまる方 
①年間所得金額が 500 万円以下の方 
②扶養親族を有する方 

・夫と死別した後婚姻をしていない方、または夫の生死が明らかでない
方で年間所得金額が 500 万円いかの方（扶養親族または生計を一に
する子がいない方もあてはまります。） 

特 別 控 除 を
受けられる方
の 所 得 が 特
別 控 除 金 額
よりも少ない
時は、その所
得金額と同額
のみ差し引き
ます。 

ひとり親 
控   除 

35 万円 

現に婚姻をしていない方または配偶者の生死が明らかでない方で次
の①及び②の両方に当てはまる方 

①年間所得金額が 500 万円以下の方 
②生計を一にする子を有する方 

特別控除について 

①申込み世帯の合計所得金額から差し引くもの（申込者、同居親族、遠隔地扶養者が対象です。） 

②特別控除を受けられる方に所得があるとき、その方の所得金額から差し引くもの 

（申込者・同居親族が対象です。） 

当てはまる控除金額の合計を９ページの特別控除欄に記入してください。 
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資格審査書類について 

 

申込期間内に次の書類を提出してください。                     ※家族全員分必要です。 

※提出された書類だけで入居資格が確認できない場合は、他にも書類の提出・提示をお願いすることがありますので、

あらかじめご承知おきください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類 説 明 

住民票 続柄と戸籍の筆頭者（本籍）が記載されている世帯全員分のものをご提出くだ

さい。外国人の方は続柄、在留資格、通称名が記載されているものをご提出く

ださい。 

独身・親族関係・パートナーシッ

プの相手方・内縁関係の方との

申込確認書類（該当者のみ） 

・婚姻可能年齢に達している独身の方が同居親族に含まれている場合及び親

族関係（続柄）が住民票では確認できない場合、次の書類をご提出ください。 

 →日本国籍の方…戸籍謄本（全部事項証明書） 

 →外国籍の方…独身であることがわかる証明書、親族関係がわかる証明書 

           （日本語訳、翻訳者氏名の記載・捺印が必要です。） 

 

・パートナーシップ関係の相手方との申込の場合は、パートナーシップ受理証

明書等をご提出ください。 

 

・内縁関係の方との申込の場合、住民票の続柄欄に「未届けの妻（夫）」の記載

が必要です。 

建物賃貸借契約書の写し 現在借りている建物の賃貸借契約書をお持ちください。契約書がない方は、家

屋・土地等の所有者の証明書（社宅使用証明書、在寮証明書等）をお持ちくだ

さい。 

家屋・土地等の所有者が親兄弟の場合は、家屋分の登記簿謄本（全部事項証

明書）をお持ちください。 

令和６年度課税証明書 
または非課税証明書 

（令和６年１月１日時点で住民登
録している市役所で請求） 

扶養されている方でも収入（パート・アルバイト・年金も含む）がある場合は必要
です。 
収入がない方でも、課税証明書上で扶養されていることが確認できない場合
は、その方の証明書も必要です。 

収入を証明する書類 
（該当者のみ） 

・令和５年１月２日以降に新規就職・転職した方、新規開業した方 
 →給与収入の場合収入証明書（申込日現在の勤務先に記入を依頼） 
 →事業収入の場合収支明細書 
 
・令和５年１月２日以降退職・廃業した方 
 →給与受給者だった方は雇用保険被保険者離職票、 

雇用保険受給資格者証、退職日記載の源泉徴収票 
または退職証明書（退職先の社員または代表印が押されているもの） 

 
 →個人事業主だった方は廃業届（税務署当の受付印が押されたもの） 
 


